
（平成２１年1月１５日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 9 件

国民年金関係 4 件

厚生年金関係 5 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 20 件

国民年金関係 12 件

厚生年金関係 8 件

年金記録確認山口地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



山口国民年金 事案 376 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 47 年 10 月から 51 年３月までの国民年金保険料について

は、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが

必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 27 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間  ： 昭和 47 年 10 月から 51 年３月まで 

    昭和 47 年６月 30 日にそれまで勤務していた会社を退職し、Ａ市に帰

郷した。帰郷後は、これまで家業の漁業に従事してきた。 

私が 20 歳になった昭和 47 年 10 月ごろ、同居していた母がＡ市役所

で私の国民年金の加入手続を行った。その後は、地区の区長が集金に回

っていたので、毎月、父母の分と一緒に国民年金保険料を母が納付して

くれていた。 

申立期間について、父母の分と一緒に母が確実に３人分の国民年金保

険料を納付していたと言っているのに、自分だけが未納となっているこ

とに納得できない。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間を除き国民年金保険料をすべて納付し、同居してい

た申立人の母及び父も昭和 37 年４月から国民年金保険料の納付を始め、

その後の国民年金加入期間の国民年金保険料はすべて納付しており、納付

していたとする母の納付意識は高かったことがうかがわれる。 

また、申立人の国民年金保険料を支払ったとしている申立人の母は、

「毎月、夫と自分と息子の３人分の国民年金保険料を集金に回っていた地

区の区長に確実に納付していた。」と述べている。 

さらに、申立人の国民年金保険料を集金していたとしている地区の納付

組織について、Ａ市は「申立期間当時、Ａ市国民年金協力委員という納付

組織があったと思う。」と回答しており、納付方法は具体的で、申立内容

に不自然さはみられない。 



加えて、申立期間当時、申立人はその母及び父と共に家業である漁業を

営み、「自前で漁船を所有していたので、利益もあった。」と述べており、

申立人の国民年金保険料を納付する資力は十分な状況にあったことがうか

がわれる。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



山口国民年金 事案 378 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 49 年２月及び同年３月の国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 29 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 49 年２月及び同年３月 

二十歳の誕生日に、私が勤務していた病院の受付に市役所の人が来

て国民年金加入の勧奨を受けたので、自分で加入の手続をした。 

当時の国民年金保険料の金額は 1,000 円だったと記憶しており、毎

月集金人へ現金で納付した。 

二十歳の誕生日のことなのでよく記憶しており、昭和 49 年２月及び

同年３月が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間は、２か月と短期間であり、申立期間を除き国民年金保険料は

すべて納付済みとなっている。 

また、申立人は国民年金の資格取得届等の手続を適正に行い、申立人の

国民年金制度に対する知識及び国民年金保険料の納付意識は高かったこと

がうかがえる。 

さらに、申立人自身が国民年金保険料の納付について、納付場所や集金

人の特徴及び納付した金額等を鮮明に記憶しているところ、申立人の住所

地では集金人による保険料の収納業務が行われていたことが確認できるな

ど、申立内容に不自然な点はみられない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 

 

 



山口国民年金 事案 379 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、昭和 36 年４月から 37 年５月までの国民年

金保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録

を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和７年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 36 年４月から 40 年３月まで 

 私は、昭和 35 年 10 月から国民年金に加入し、36 年４月からは当時

のＡ市役所Ｂ出張所（通称。正式にはＣ出張所。）の女性の国民年金担

当者に、ずっと現金を持参して納付していた。国民年金手帳に検認を受

けていたが、その手帳を今は持っていない。 

また、私の夫がＤに勤め始めた昭和 37 年６月１日に国民年金をやめ

た記録になっているが、私自身にやめた記憶は無く、転居したＡ市Ｅ町

の町内担当者が国民年金保険料を集金し、途中から町内担当者に国民年

金保険料を持参することとなった。さらに、町内担当者が交替したが、

その後も 40 年３月までずっと納付していたことは間違いないので、申

し立てた期間の記録が未納又は未加入となっていることに納得がいかな

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、拠出制国民年金の被保険者適用事務が開始された昭和 35 年

10 月１日に国民年金の資格を取得するとともに、申立期間を除く国民年

金被保険者期間の国民年金保険料を完納しており、45 年１月から 61 年３

月までの間は、国民年金任意加入被保険者として 195 か月の国民年金保険

料を納付するなど、申立人の国民年金への加入意識及び保険料の納付意識

は相当高かったことが推認できる。 

また、申立人は、申立期間のうち、昭和 36 年４月から 37 年５月までの

期間の国民年金保険料の支払の方法等についての記憶は具体的かつ鮮明で

あり、その内容に不自然さは無く、納付したとする国民年金保険料の額も



当時の国民年金保険料の金額と合致しており、申立人の申立内容は

信憑性
しんぴょうせい

が高いと思われる。 

一方、申立人自身に国民年金の資格喪失手続に関する記憶は無いものの、

社会保険庁の申立人の年金記録では申立人の夫がＤに勤め始めたとする昭

和 37 年６月１日に国民年金の資格を喪失した記録になっている上、申立

人自身も市役所の出張所が遠距離になったことを受けて 37 年６月から同

年 10 月までの５か月間の国民年金保険料は納付していないと述べている。 

さらに、申立人は、昭和 37 年 10 月以降についての国民年金の任意加入

手続に関する記憶が曖昧
あいまい

であり、知人と一緒に 37 年 10 月ごろに新しい国

民年金手帳を受け取ったと述べているが、当該知人の年金記録を確認した

ところ、37 年 10 月ごろに国民年金に加入した形跡は見当たらない。 

加えて、昭和 37 年 11 月以降に国民年金保険料を町内担当者に申立人と

一緒に納付した記憶があると述べている別の知人について記録を確認した

ところ、申立人の申立期間と同じ期間は未納期間となっており、両知人の

証言と年金記録とは整合性が認められず、申立人が国民年金保険料を納付

したことを推認することはできない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち

昭和 36 年４月から 37 年５月までの国民年金保険料を納付していたものと

認められる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



山口国民年金 事案 383 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 49 年９月から 50 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 19 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間  ： 昭和 49 年９月から 50 年３月まで 

    私は、社会保険事務所に申立期間について国民年金保険料の納付記録

を照会したところ、加入及び納付の事実が確認できない旨の回答を受

けた。 

Ａ市の有限会社Ｂを退職後、同市で国民年金に再加入手続を行い、

昭和 49 年 11 月に転居したＣ市で婚姻した。国民年金保険料は継続し

て納付しており、国民年金保険料を納付していたことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間は７か月と短期間である。 

   また、申立人は、申立期間以外に国民年金保険料の未納は無く、国民年

金保険料の納付意識は高かったことがうかがえる。 

   さらに、有限会社Ｂを退職した時に居住していたＡ市及びその後に転居

したＣ市では、当時の書類を廃棄していることから申立人の国民年金への

加入手続及び国民年金保険料の納付に係る資料は確認できないものの、申

立人の年金記録は、過去二回にわたって訂正が行われているとともに、社

会保険事務所が保管している国民年金被保険者台帳には、氏名が誤って記

載されており、適正な記録管理が行われていなかったことが推測される。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付したものと認められる。 

 



山口厚生年金 事案 237 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ株式会社Ｂ支店（現在のＣ支

店。以下同じ。）における、資格喪失日に係る記録を昭和 44 年４月１日に

訂正し、申立期間の標準報酬月額を６万円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 11 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和 44 年２月１日から同年４月１日まで 

昭和 44 年２月１日から同年４月１日までの期間については、Ａ株式会

社を途中で退職した事実も無く、会社の命による異動はあるものの継続

勤務期間であり、厚生年金保険の期間が途切れることに納得いかないの

で、申立期間を厚生年金保険料の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  Ａ株式会社での社内異動履歴及び同社からの回答書によると、申立人は、

昭和 44 年２月１日から同社Ｄ営業所に継続して勤務していたことが確認で

きた。 

また、Ａ株式会社Ｄ営業所は新規適用年月日が昭和 44 年４月１日である

が、同社に確認したところ、「当時は社内異動であり、それまでに勤務して

いた同社Ｂ支店で給与支払い及び厚生年金保険料の控除が行われていたであ

ろう。」との回答を得たことから、当時同社Ｄ営業所は厚生年金保険の未適

用事業所であったために、同社Ｂ支店において引き続き、給与から厚生年金

保険料控除の処理が行われたものと推認される。 

これらを総合的に判断すると、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことが認められる。 

さらに、申立期間の標準報酬月額については、昭和 44 年２月１日の資格

喪失時及び同年４月１日の資格取得時の社会保険事務所の記録から６万円



とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かに

ついては、当該事業所が当時の状況は不明としており、このほかに確認で

きる関連資料及び周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを

得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所

に行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無

いことから、行ったとは認められない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



山口厚生年金 事案 240 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち昭和 30 年９月１日から 31 年５月までの期間の

第三種厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認めら

れることから、申立人のＡ株式会社Ｂ鉱山における第三種被保険者資格の取

得日に係る記録を昭和 30 年９月１日に、第三種被保険者資格の喪失日に係

る記録を 31 年６月 20 日とし、当該期間の標準報酬月額については、8,000

円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る昭和 30 年９月から 31 年５月までの第三

種厚生年金保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和４年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 28 年９月２日から 31 年６月 20 日まで 

私は、昭和 28 年９月２日にＡ株式会社に入社し、Ｂ鉱山で働き始めた。

失業保険にも加入していたが、31 年６月 20 日に閉山のため退職した。 

Ｂ鉱山で一緒に働いていたＣ氏、Ｄ氏、Ｅ氏には、厚生年金保険の被

保険者としての記録があると聞いている。 

失業保険も控除されていたにもかかわらず厚生年金保険の加入期間が

無いことに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の複数の元同僚の勤務期間に関する証言の整合性がとれていること、

及び元同僚の業務内容に関する申立人の申立内容から、申立人が、Ａ株式会

社Ｂ鉱山に坑内夫として勤務していたことが推認される。 

また、申立人と同時期に当該事業所に勤務し、坑内での削岩業務以外の

業務に従事していたとする元同僚にも当該事業所において厚生年金保険被

保険者としての記録が存在しており、事業主が申立人のみを厚生年金保険

被保険者の適用から除外したとは考え難い。 

さらに、申立人は、失業保険にも加入し、退職後、失業給付を受けてい

たと申し立てており、当時、失業保険に加入していたとする元同僚もいる



ことから、当該事業所において申立人も元同僚と同様の雇用形態であった

ことがうかがえる。 

これらの事実および関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申立人

は厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認められる。 

ただし、申立人の当該事業所における勤務期間に関して元同僚は、申立

期間の始期より２年ぐらい後からだったと記憶しており、申立人も元同僚

のＣ氏より半年遅く入社したと述べていることから、当該元同僚の当該事

業所における厚生年金保険の資格取得日を考慮し、申立人の当該事業所に

係る厚生年金保険の資格得喪日を昭和 30 年９月１日に、複数の元同僚の証

言から、申立てどおり資格喪失日を 31 年６月 20 日とすることが妥当であ

る。 

併せて、申立人は、坑内での電気工事、削岩業務の補助及びトロッコに

よる鉱石運搬業務に従事していたと述べており、元同僚からも申立人は坑

内での業務だったとの証言が得られるとともに、坑内での削岩業務以外に

従事していた元同僚も第三種被保険者として記録されていることから、申

立人も同様な種別の取扱いが行われていたものと推認される。 

また、当該期間の標準報酬月額については、申立人がトロッコによる鉱

石運搬業務が主であったとする元同僚のＦ氏の証言及び削岩業務を担って

いたとする元同僚のＤ氏の当該事業所における昭和 30 年 10 月の社会保険

庁の記録から、8,000 円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は保険料を納付したか否かについては不明としているが、仮に、事

業主から申立人に係る被保険者資格の取得届が提出された場合には、その

後被保険者資格の喪失届が提出されているにもかかわらず、いずれの機会

においても社会保険事務所が当該届出を記録しないとは考え難いことから、

事業主から当該社会保険事務所へ資格の得喪等に係る届出は行われておら

ず、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る昭和 30 年９月から 31 年

５月までの第三種厚生年金保険料について納入の告知を行っておらず、事

業主は、当該期間に係る第三種厚生年金保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

 

 

 

 

 

 

 

 



山口厚生年金 事案 243 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認められる

ことから、申立期間に係る脱退手当金の支給の記録を訂正することが必要で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 24 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 40 年４月１日から 43 年４月 28 日まで 

私は、社会保険事務所に申立期間について脱退手当金の支給記録を照

会したところ、支給済みとの回答を受けた。 

Ａ株式会社を昭和 43 年４月 28 日に退職し、同年５月には占領下の沖

縄で勤務しており、脱退手当金の支払いを受けた記憶は無く、申立期間

を厚生年金保険の被保険者期間と認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、Ａ株式会社の厚生年金保険被保険者資格を昭和 43 年４月 28 日

に喪失し、約４か月後の同年８月 23 日に脱退手当金の支給決定がされたこ

ととなっている。しかし、申立人は同年５月 10 日から占領下の沖縄のＢに

勤務していたと主張しており、申立人の従姉は、「昭和 43 年５月の初旬か

ら紹介したＢに勤務し、約１年間はアパートの同室で生活していた。」と証

言しており、申立人は支給請求時期等には国内におらず、脱退手当金の請求

または受給したとは考え難い。 

   また、当時の同僚で、受給要件の該当者であるが、脱退手当金の支給決定

の記録が無い者は、「事業所から脱退手当金の説明を受けたことがなかっ

た。」と証言している。 

さらに、申立人は、Ｂを退職後は、Ｃ株式会社、株式会社Ｄに勤務し、そ

の間は厚生年金保険被保険者となっているが、脱退手当金の受給手続は行っ

ておらず、Ａ株式会社退職時に脱退手当金を請求する意志を有していなかっ

たことが推測される。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立

期間に係る脱退手当金を受給したとは認められない。 



山口厚生年金 事案 244 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認められる

ことから、申立期間に係る脱退手当金の支給の記録を訂正することが必要で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 15 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間  ： 昭和 33 年７月 25 日から 37 年８月 21 日まで 

私は、社会保険事務所に申立期間について脱退手当金の支給記録を照

会したところ、支給済みとの回答を受けた。 

株式会社ＡのＢ出張所を昭和 37 年８月 21 日に退職したが、退職後、

直ちに、退職前から決定していた再就職先があるＣに転居しており、脱

退手当金を受けた記憶は無い。申立期間を厚生年金保険の被保険者期間

と認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が勤務していた事業所は、既に廃業しており、脱退手当金の受給申

請に係る事業主の関与状況は確認できず、当時の同僚のうち、社会保険庁

の記録で脱退手当金の支給決定を受けていることが確認できた３名からも

証言を得ることはできなかった。 

しかし、脱退手当金を受給していない同僚のうち、連絡のとれた株式会

社ＡのＤ本社及び同社Ｂ出張所の各１名は、いずれも、「退職時に会社か

ら脱退手当金の説明等は無かった。」と証言しており、事業主による積極

的な脱退手当金の代理請求の関与は無かったことがうかがわれる。 

   また、申立人の脱退手当金は、厚生年金保険資格喪失日から約２か月後の

昭和 37 年 10 月２日に支給決定されたこととなっているが、申立人は、退職

前に申立人の姉の友人の紹介で再就職先が決まっており、引き続いて就業す

る意思を有していたことから、脱退手当金の受給手続を行ったとするのは不

自然である。 

さらに、申立人が再就職したとしている事業所について、当時、申立ての



とおり所在していたことが確認でき、申立人が記憶している事業所の代表者

の氏も一致する上、申立人の家族（職場紹介に関与した姉は既に他界）から、

「申立人はすぐにＣに行っており、翌年の正月も帰郷していなかったことか

ら電話で話したことがある。」との証言があり、申立人がＣで勤務していた

とする申立ての信憑性は高い。 

加えて、申立期間後に就業している３事業所の厚生年金保険記号番号は申

立期間と同一であり、申立人が申立期間を厚生年金被保険者期間と認識して

いたことがうかがえる。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立

期間に係る脱退手当金を受給したとは認められない。 

 

 

    

 



山口厚生年金 事案 245 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認められる

ことから、申立期間に係る脱退手当金の支給の記録を訂正することが必要で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正 15 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 昭和 20 年４月１日から同年４月 22 日まで 

② 昭和 20 年 10 月１日から 23 年２月 15 日まで 

私は、社会保険事務所に申立期間について脱退手当金の支給記録を照会

したところ、支給済みとの回答を受けた。 

Ａ会（現在は、Ｂ会。以下同じ。）を昭和 23 年２月 15 日に退職した

が、同会の脱退手当金の支払いを受けた記憶は無く、申立期間を厚生年

金保険の被保険者期間と認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が当時勤務していた事業所は、「当時の記録が残っておらず、本事

業所の関与状況は不明」としているが、当時の同僚６名のうち５名が脱退手

当金の受給資格を有しているが、いずれも受給しておらず、脱退手当金に係

る事業主の代理請求はうかがえない。 

   また、Ｃ組合の人事記録によると、申立人は、Ａ会を退職前に、既にＤ村

（現在は、Ｅ市）のＦ委員会に勤務していることが確認でき、同会退職後も

勤務する意思があったことがうかがえ、申立人の意思をもって脱退手当金の

請求が行われたとは考え難い。 

   さらに、脱退手当金の支給金額の計算の基礎となる申立人の標準報酬月額

について、社会保険事務所が保管している厚生年金保険被保険者名簿と社会

保険業務センターが保管している厚生年金保険被保険者台帳が異なっており、

社会保険事務所における記録管理が適正に行われていないことが推測される。 

   これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立

期間に係る脱退手当金を受給したとは認められない。 



山口国民年金 事案 371 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 58 年４月から 61 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 20 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間  ： 昭和 58 年４月から 61 年３月まで 

 私は、母から勧められて国民年金に加入し、国民年金保険料は毎月納

付していた。納付の場所や方法はよく覚えていないが、納付書で自宅近

くのＡ銀行Ｂ支店又はＣ郵便局において納付していた。また、当時、自

分が任意加入者だったとは意識していなかった。 

領収書や家計簿などは残っていないが、夫が船員であったので、経済

的には困っておらず、納めなければならないものを忘れているはずはな

く、国民年金の加入を途中でやめることも考えられないので、申立期間

について、国民年金保険料の納付を認めてほしい。 

 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間について、申立人が国民年金保険料を納付したことを示す関連

資料(家計簿、確定申告書等)は無く、国民年金保険料を納付したことをう

かがわせる周辺事情も見当たらない。 

また、申立人が所持する国民年金手帳の記録及びＤ市が保有している申

立人の国民年金に係る記録において、申立人の国民年金の任意加入の資格

喪失日が昭和 58 年４月５日と記録されており、申立期間は国民年金の未

加入期間であることから納付書は発行されないため、国民年金保険料を納

付できない期間であり、行政側の記録管理に不備があった事情もうかがわ

れない。 

さらに、申立人は、国民年金保険料の納付の場所等についての記憶はあ

るものの、申立期間に係る国民年金保険料の納付方法に関する記憶は曖昧
あいまい

であり、申立期間について、申立人が国民年金保険料を納付したことを示



す周辺事情を見いだすことができない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



山口国民年金 事案 372 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 41 年 11 月から 43 年５月までの期間及び 49 年７月から同

年 10 月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認

めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 21 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 41 年 11 月から 43 年５月まで 

② 昭和 49 年７月から同年 10 月まで 

    私は、昭和 40 年３月から 43 年４月まで厚生年金保険に加入していた

が、母が、国民年金も二重に掛けておくと多くの年金がもらえると町内

会長から聞いて、私が 20 歳になった 41 年 11 月の町内会集金時に国民

年金の加入手続を行い、43 年５月まで毎月納付してくれていたはずで

ある。同年６月に結婚した時に母から「国民年金を掛けておいたか

ら。」と言われ国民年金手帳を手渡された。 

    また、昭和 49 年７月に厚生年金保険の資格喪失後、直ちに国民年金

の加入手続を行い、国民年金保険料は毎月集金人に納付してきた。当時

の集金人から「市内に同姓同名の人がいて、国民年金保険料の収納先が

間違っていたので訂正しておいた。」と聞いていたが、国民年金保険料

の納付記録を確認したところ 49 年７月から同年 10 月までの期間が未納

となっていた。Ａ市（現在は、Ｂ市）で確認したところ、市役所の担当

者のミスを認めたが、記録の訂正には応じられないと言われた。申立期

間について、領収書等は無いが国民年金保険料の納付を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が、申立期間①及び②に係る国民年金保険料を納付したことを示

す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無い。 

申立期間①について、申立人は国民年金の加入手続及び国民年金保険

料の納付に直接関与しておらず、これらを行っていたとする申立人の母

親及び申立期間の国民年金保険料を毎月集金に来ていたとする町内会長



は既に他界しており、申立人の国民年金保険料の納付に関する具体的な

状況が確認できない上、ほかに国民年金保険料を納付したことをうかが

わせる周辺事情も見いだすことができない。 

   また、申立人の国民年金手帳の新規資格取得年月日欄には昭和 43 年６

月１日と記載されている上、Ｃ社会保険事務所保管の国民年金記号番号払

出簿（以下、「払出簿」という。）によると、当該記号番号は、同年７月

２日に払い出されたことが確認でき、Ｂ市から「国民年金保険料の集金人

は、現年度保険料のみを取り扱い、過年度納付には関わっていなかった。

また、国民年金関係の届出の代行や届書の預かり業務も行っていなかっ

た。」との証言を得られたことから、国民年金の未加入期間である申立期

間①の期間に申立人の母親が集金人に国民年金保険料を納付していたとは

考え難い。 

   さらに、払出簿及びＢ市保管の被保険者名簿によると、申立人には、基

礎年金番号のほかに、別の国民年金手帳記号番号が昭和 43 年７月９日に

払い出され、後に取り消された記録が確認できるが、申立期間①の期間中

に申立人に係る別の記号番号が払い出されていることをうかがわせる事情

も見当たらない。 

   申立期間②については、申立人に「国民年金保険料の納付期間に関する

記録の訂正を行った。」と告げたとしている集金人は既に他界しているこ

とから、当時の申立人の国民年金保険料の納付に関する状況が不明である

上、申立人の国民年金手帳によると、申立人は昭和 49 年 11 月 20 日に国

民年金に任意加入していることから、申立期間は国民年金保険料を納付で

きない未加入期間であり、当該未加入期間に、申立人が集金人に国民年金

保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見いだすことができ

ない。 

加えて、Ｂ市から「当市内には当時、申立人と同姓同名の国民年金被

保険者は存在していない。」との証言を得られたことから、申立人の国

民年金保険料の納付記録が別人の納付記録として誤って登載されたとは

考え難い。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に

判断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと

認めることはできない。 

 

 

 

 

 

 



山口国民年金 事案 373 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 46 年５月から 47 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 26 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間  ： 昭和 46 年５月から 47 年３月まで 

私が 20 歳になったころ、自治会長であるＡさんに勧められて、当時

Ｂ市役所の食堂に勤めていた母が私の国民年金の加入手続を行い、国民

年金保険料を納付してくれていた。当時の国民年金保険料は 1,700 円か

ら 1,800 円ぐらいだったと記憶している。 

領収書等は残っていないが、申立期間について、国民年金保険料が未

納となっているのは納得できない。 

   

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の国民年金の加入手続及び国民年金保険料の納付に

直接関与しておらず、これらを行ったとする申立人の母親が申立期間に国

民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書

等）は無く、ほかに申立期間の国民年金保険料を納付していたことをうか

がわせる周辺事情も見当たらない。 

また、申立人の母親は、「申立人の弟の国民年金の加入手続及び国民年

金保険料の納付を行っていた記憶はあるが、申立人の国民年金については、

加入手続及び国民年金保険料の納付を行った記憶は無い。」と証言してい

る上、申立人に国民年金の加入を勧めたとするＡ氏も既に死亡しており、

申立内容を確認することができない。 

さらに、申立人が所持する国民年金手帳の記録によると、国民年金手帳

は昭和 47 年１月 31 日に発行されており、昭和 47 年度から 49 年度までの

国民年金保険料は、国民年金手帳に検認印があり、納付済みであることが

確認できるが、申立期間については、国民年金手帳に検認印が無く、ほか

に国民年金保険料が納付されていたことを示す事情も見当たらない。 



これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



山口国民年金 事案 374 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 61 年 10 月から 62 年２月までの国民年金保険料について

は、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 37 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 61 年 10 月から 62 年２月まで 

    Ａ県の会社を昭和 61 年 10 月に退職し、次の就職が決まるまでの期間

の私の国民年金については、父親が 62 年３月ごろ、Ｂ村役場（現在は、

Ｃ市）において加入手続を行うと同時に、61 年 10 月から 62 年２月ま

での国民年金保険料を納付した。領収書は廃棄してしまったが、納付し

たことは間違いないので確認してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間について、申立人は、国民年金の加入手続及び国民年金保険料

の納付に直接関与しておらず、これらを行ったとする申立人の父親が国民

年金保険料を納付したことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無

い。 

また、申立人の父親は、申立人の国民年金の加入手続を行った記憶は

あるものの、納付金額等の国民年金保険料の納付についての具体的な記

憶は無いとしており、ほかに申立期間において、申立人の国民年金保険

料が納付されていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   さらに、Ｃ市が保管している国民年金被保険者新規資格取得届書による

と、申立人の国民年金手帳記号番号は、平成６年３月 22 日以降に払い出

されていることが推測でき、加えて、別の国民年金手帳記号番号が払い出

されていたことをうかがわせる事情も見当たらないことから、その時点で

申立期間は既に時効により国民年金保険料を納付することはできない期間

である。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 

 



山口国民年金 事案 375 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 43 年７月から 46 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 23 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 43 年７月から 46 年３月まで 

 私は、母から兄弟姉妹が 20 歳になった時に、Ａ村（現在は、Ｂ市。

以下同じ。）役場において国民年金の加入手続をしており、私につい

ても、短大を卒業して実家のあるＡ村に帰ってきた 20 歳の時に、同級

生の父でＡ村役場職員のＣさんから、国民年金の勧誘を受けて加入し

たことを覚えていると聞いた。 

申立期間に係る国民年金保険料についても、Ａ村役場に母が毎月現

金を持参し納付していたと母から聞いている。 

領収書等の当時の納付に関する資料は無いが、納付を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間について、申立人及び申立人の母親が国民年金保険料を納付し

ていたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無い上、申立人の

姉弟二人も申立期間において国民年金に未加入であるなど、ほかに申立期

間の国民年金保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当た

らない。 

また、申立人は、20 歳になった時に申立人の母親がＡ村役場で申立人

の国民年金の加入手続を行ったと申し立てているが、申立人が 20 歳に到

達した時点における申立人の住所はＤ市にある上、申立人及び申立人の母

親は、同市において国民年金に加入した記憶は無いと述べており、ほかに

同市において申立人の国民年金の加入手続が行われたことをうかがわせる

事情も見当たらないことから、申立期間について、申立人の国民年金の加

入手続が行われ、国民年金保険料が納付されていたとは認め難い。 

さらに、申立人が所持する国民年金手帳の記録によると、同手帳は昭和



48 年１月 22 日に発行されており、検認記録において同年１月以降の国民

年金保険料の納付が確認できるが、それ以前の期間は検認印が無く空欄と

なっている。加えて、同年１月から同年３月までの国民年金保険料は、同

年４月の検認印が押されていることから、申立人はこのころ国民年金保険

料の納付を開始したものとみられ、申立人が 46 年４月以降の国民年金保

険料を過年度納付した時点で、申立期間は時効により納付できなかった可

能性がうかがわれる。 

このほか、申立人が所持している国民年金手帳の記号番号以外に国民年

金手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



山口国民年金 事案 377 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 59 年８月及び同年９月の国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 24 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和 59 年８月及び同年９月 

私は、昭和 59 年５月７日に結婚を予定していたので、同年３月に株

式会社Ａを退社した。結婚後はＢ市に転居し、Ｂ市役所で国民年金の加

入手続を行い、毎月市役所の窓口で国民年金保険料を納付していた。そ

の後、離婚を前提として別居となり、59 年７月ごろＣ市に転居し、国

民年金の加入手続を行い、Ｄ銀行Ｅ支店で毎月国民年金保険料を納付し

ていた。領収書等は残ってないが、当時から国年年金のことはよく理解

しており、間違いなく納付しているので、認めていただきたい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間について、申立人が国民年金保険料を納付したことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）は無い。 

   また、申立人はＣ市に転居してからも国民年金保険料を毎月納付してい

たと述べているが、昭和 59 年９月 25 日に離婚が成立し、同日付けで住

民票をＢ市からＣ市へ異動させていることから、それ以前にＣ市で納付

書が発行されることは無く、Ｄ銀行はＢ市の指定金融機関ではなかった

ことから、同市が発行した納付書により、申立内容のとおり 59 年７月ご

ろから毎月Ｃ市で国民年金保険料を納付したとも考え難い。 

   加えて、申立期間は短期間であるものの、申立人は、申立期間までに国

民年金の未加入期間が散見され、厚生年金保険の資格喪失後の国民年金

への切替手続を行っておらず、国民年金保険料の納付意識が高かったと

は言い難い。 



   これらの申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に

判断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと

認めることはできない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

山口国民年金 事案 380 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 60 年４月から平成５年３月までの国民年金保険料につい

ては、免除されていたもの又は納付していたものと認めることはできない。

また、申立人の９年４月から 13 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 21 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 60 年４月から平成５年３月まで 

② 平成９年４月から 13 年３月まで 

    申立期間①について、妻がＡ市役所本庁で、春ごろ夫婦共に３回程度

免除申請して、１回は却下になったが２回程度は承認された。 

    また、妻が市役所窓口及び銀行でも国民年金保険料の年間一括支払い

を３回程度行い、夫婦共に各々８万円から９万円ぐらい支払った記憶が

あるが領収書が無く、何年度分を支払ったかは不明である。 

    申立期間②について、平成８年ごろから、毎年、納付督励に来る社会

保険事務所の職員に、妻が過去１年分を支払っていたが、12 年ごろに

平成９年度以降の保険料納付の確認ができないと言われた。さらに、12

年度は国民年金保険料を支払っているのに申請免除になっており、以降

の期間は年金不信で支払っていないが、申立期間①及び②は、すべて妻

が支払っていたので認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が、申立期間①及び②について国民年金保険料を納付したこと

を示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の国

民年金保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらな

い。 

また、申立人は、「妻が国民年金の加入手続及び国民年金保険料の納

付を行っていた。」と述べていることから、申立人自身が国民年金保険



料の納付には直接関与しておらず、申立人から、「妻は病気療養中で当

時の記憶は定かではなく、病状悪化の心配もあるので、妻からの納付状

況聴取は辞退したい。」との申出があり、申立期間当時の納付状況の詳

細が聴取できない。 

さらに、申立人は、「妻が納付した領収書を所持している。」と述べ

ているが、領収書に記載の納付期間及び納付金額は、申立期間①及び②

以外の期間であることが確認できる上、申立人の妻が、どの期間の保険

料を納付していたかについて申立人の記憶は明確でない。 

加えて、申立期間②について、申立人の妻が納付督励によって過去の

保険料を納付したとしているところ、平成８年 12 月 27 日及び９年 12 月

26 日に過年度分を一括納付していることから、当該過年度納付との錯誤

がうかがえる。 

このほか、申立人は申立期間①について、免除が承認されていたとも

主張しているが、その対象期間は不明であり、申立期間②のうち、平成

12 年度については免除を申請していないとしているが、平成 13 年９月

に当該期間の追納申込みを行っている（申込みのみで納付が行われた形

跡は無い。）ことから、不自然である上、申立人の妻の申立期間に係る

納付状況は申立人と一致している（申立期間①は未納、申立期間②は未

納又は免除）。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に

判断すると、申立人が昭和 60 年４月から平成５年３月までの国民年金保

険料を免除されていたもの又は納付していたものと認めることはできな

い。また、申立人が９年４月から 13 年３月までの国民年金保険料を納付

していたものと認めることはできない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

山口国民年金 事案 381 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 60 年４月から平成５年３月までの国民年金保険料につい

ては、免除されていたもの又は納付していたものと認めることはできない。

また、申立人の９年４月から 13 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 21 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 60 年４月から平成５年３月まで 

② 平成９年４月から 13 年３月まで 

    申立期間①について、Ａ市役所本庁で、春ごろ夫婦共に３回程度免除

申請して、１回は却下になったが２回程度は承認された。 

    また、市役所窓口及び銀行でも国民年金保険料の年間一括支払いを３

回程度行い、夫婦共に各々８万円から９万円ぐらい支払った記憶がある

が領収書が無く、何年度分を支払ったかは不明である。 

    申立期間②について、平成８年ごろから、毎年、納付督励に来る社会

保険事務所の職員に、過去１年分を支払っていたが、12 年ごろに平成

９年度以降の保険料納付の確認ができないと言われた。さらに、12 年

度は国民年金保険料を支払っているのに申請免除になっており、以降の

期間は年金不信で支払っていないが、申立期間①及び②は、すべて支払

っていたので認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が、申立期間①及び②について国民年金保険料を納付したこと

を示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の国

民年金保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらな

い。 

また、申立人の夫からは、「妻が国民年金の加入手続及び国民年金保

険料の納付を行っていた。」と述べているが、申立人の夫からは、「妻



は病気療養中で当時の記憶は定かではなく、病状悪化の心配もあるので、

妻からの納付状況聴取は辞退したい。」との申出があり、申立期間当時

の納付状況の詳細が聴取できない。 

さらに、申立人の夫は、「妻が納付した領収書を所持している。」と

述べているが、領収書に記載の納付期間及び納付金額は、申立期間①及

び②以外の期間であることが確認できる上、申立人が、どの期間の保険

料を納付していたかについて申立人の夫の記憶は明確でない。 

加えて、申立期間②について、申立人が納付督励によって過去の保険

料を納付したとしているところ、平成８年 12 月 27 日及び９年 12 月 26

日に過年度分を一括納付していることから、当該過年度納付との錯誤が

うかがえる。 

このほか、申立人の夫は申立期間①について、免除が承認されていた

とも主張しているが、その対象期間は不明であり、申立期間②のうち、

平成 12 年度については免除を申請していないとしているが、平成 13 年

９月に当該期間の追納申込みを行っている（申込みのみで納付が行われ

た形跡は無い。）ことから、不自然である上、申立人の夫の申立期間に

係る納付状況は申立人と一致している（申立期間①は未納、申立期間②

は未納又は免除）。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に

判断すると、申立人が昭和 60 年４月から平成５年３月までの国民年金保

険料を免除されていたもの又は納付していたものと認めることはできな

い。また、申立人が９年４月から 13 年３月までの国民年金保険料を納付

していたものと認めることはできない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

山口国民年金 事案 382 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 37 年６月から 40 年３月までの国民年金保険料について

は、重複して納付していたものと認めることができない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 37 年６月から 40 年３月まで 

昭和 37 年６月に国民年金被保険者資格を取得後、両親が集金人に私

の国民年金保険料を納付してきた。 

その後、国民年金保険料特例納付の制度を新聞で知り、将来の国民

年金の受給資格が気になったため、昭和 55 年６月に市役所の窓口に問

い合わせた上で未納になっていた申立期間の国民年金保険料を納付し

たが、思い返すと、両親は几
き

帳面な性格で、ほかの家族全員の国民年

金保険料を完納している中で、私の申立期間分の国民年金保険料だけ

を納付していなかったとは考えられない。 

また、私の国民年金手帳に、家族と異なる、住んだことの無い住所

が記載されていることも不審に感じており、本当の住所で当時の私の

国民年金の納付記録が残っているのではないかと思っている。 

特例納付する前に未納記録になっていた期間の納付を認めて、重複

納付している保険料を還付して欲しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、

確定申告書等）は無い。 

また、申立人自身が国民年金保険料の納付に直接関与しておらず、当時

の具体的な状況が不明である。 

さらに、申立人は、申立人の国民年金手帳に記載されている住所が当時

の実際の住所、及び申立人の家族の国民年金手帳に記載された住所と異な



ることから、家族と同じ住所での統合されていない納付記録があると主張

しているが、申立人と申立人の家族の国民年金手帳及び国民年金被保険者

台帳並びにＡ市への問い合わせの結果により、申立人の国民年金手帳には

申立人の住所として集金単位でもある各自治会の区画が記載されていると

推認される上、地元の有識者から「申立人及び申立人の家族の国民年金手

帳に記載されている住所は、ともにＢ区という地域にあり、さらにその中

にある自治会の境界にある数軒は、地域の都合により所属する自治会が変

更になる時期もあった。そのため、過去の、名称の異なる自治会内の住所

も、相違する住所とは言えない場合がある。」との証言があった。 

加えて、申立人の国民年金手帳記号番号は国民年金手帳が発行された昭

和 40 年８月ごろに払い出されていると推認され、その時点で申立期間の

一部の保険料は時効により納付することができない上、納付可能だった期

間については過年度分保険料であることから集金人が収納することができ

ず、申立人にはこれまで転居履歴が無いことなどから、別の国民年金手帳

記号番号が払い出されていることをうかがわせる周辺事情も無い。 

このほか、申立期間当時、申立人の国民年金保険料はその両親が納付し

ていたとする一方、申立人の父親が申立人に特例納付をアドバイスしたと

述べているが、その際の金額の大きさや納付している期間から、重複納付

の可能性を考慮せずに特例納付したとする申立人の主張は不自然である。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺情報を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を重複して納付していたも

のと認めることはできない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

山口国民年金 事案 384 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 48 年 12 月から 53 年２月までの国民年金保険料について

は、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 28 年生 

住    所 ：  

                   

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間  ： 昭和 48 年 12 月から 53 年２月まで 

    私は、社会保険事務所に申立期間について国民年金保険料の納付記録

を照会したところ、加入及び納付の事実が確認できない旨の回答を受

けた。 

二十歳になる時にＡ市役所から国民年金の加入案内が来た。将来、

医師を目指していたことから、母が加入手続を行い保険料も納付して

いたので認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、国民年金の加入手続及び保険料納付に直接関与しておらず、

これらを行ったとする申立人の母が国民年金保険料を納付したことを示す

関連資料(家計簿、確定申告書等)は無く、国民年金保険料を納付したこと

をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   また、申立期間は未加入期間となっているが、申立人が所持する国民年

金手帳に記載の資格記録（任意加入した資格取得時期）は、これと一致し

ている。 

さらに、申立人の国民年金手帳記号番号は、その兄（次男）と連番で昭

和 53 年３月にＡ市から払い出されたと推測され、申立人の兄（次男）も

申立期間は未加入期間となっている上、申立人は 55 年 11 月まで同市から

住民票を移動させておらず、同市から別に国民年金手帳記号番号が払い出



されたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

 加えて、申立期間の大部分の期間は大学生で、制度上、昭和 53 年３月

の時点ではさかのぼって国民年金保険料は納付できない任意加入対象期間

である上、申立人の国民年金保険料の納付をうかがわせる証言等も得られ

ない。 

そのほか、申立人の母は、「二十歳になる時に国民年金の加入手続をし

た。」としているが、その具体的な時期等は覚えていないとしているなど、

当時の記憶が曖昧
あいまい

である。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



山口国民年金 事案 385 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 43 年５月から 52 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 23 年生 

住    所 ：  

                   

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間  ： 昭和 43 年５月から 52 年３月まで 

私は、社会保険事務所に申立期間について国民年金保険料の納付記録

を照会したところ、加入及び納付の事実が確認できない旨の回答を受け

た。 

二十歳になる時にＡ市役所から国民年金の加入案内が来た。将来、医

師を目指していたことから、母が加入手続を行い保険料も納付していた

ので認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、国民年金の加入手続及び保険料納付に直接関与しておらず、

これらを行ったとする申立人の母が国民年金保険料を納付したことを示す

関連資料(家計簿、確定申告書等)は無く、国民年金保険料を納付したこと

をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   また、申立人の国民年金手帳記号番号は、昭和 52 年 10 月３日にＢ市か

ら払い出されており、同年３月に住民票を移動する前のＡ市から別に国民

年金手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

さらに、申立期間の大部分の期間は大学生で、制度上、昭和 52 年 10 月

の時点ではさかのぼって国民年金保険料は納付できない任意加入対象期間

である上、申立人の国民年金保険料の納付をうかがわせる証言等も得られ

ない。 

 加えて、申立人の母は、「二十歳になる時に国民年金の加入手続をし

た。」としているが、その具体的な時期等は覚えていないとしているなど、



当時の記憶が曖昧
あいまい

である。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



山口国民年金 事案 386 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 45 年７月から 53 年２月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 25 年生 

住    所 ：  

                   

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間  ： 昭和 45 年７月から 53 年２月まで 

    私は、社会保険事務所に申立期間について国民年金保険料の納付記録

を照会したところ、加入及び納付の事実が確認できない旨の回答を受

けた。 

二十歳になる時にＡ市役所から国民年金の加入案内が来た。将来、

医師を目指していたことから、母が加入手続を行い保険料も納付して

いたので認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、国民年金の加入手続及び保険料納付に直接関与しておらず、

これらを行ったとする申立人の母が国民年金保険料を納付したことを示す

関連資料(家計簿、確定申告書等)は無く、国民年金保険料を納付したこと

をうかがわせる周辺事情も見当たらない。    

また、申立人の国民年金手帳記号番号は、任意加入している申立人の弟

と連番で払い出されていることから、昭和 53 年３月にＡ市から払い出さ

れたと推測されるが、申立人の弟も申立期間は未加入期間となっている上、

申立人は 54 年６月まで同市から住民票を移動させておらず、同市から別

に国民年金手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる事情も見当た

らない。 

 さらに、申立期間の大部分の期間は大学生で、制度上、昭和 53 年３月

の時点ではさかのぼって国民年金保険料は納付できない任意加入対象期間

である上、申立人の国民年金保険料の納付をうかがわせる証言等も得られ



ない。 

加えて、申立人の母は、「二十歳になる時に国民年金の加入手続をし

た。」としているが、その具体的な時期等は覚えていないとしているなど、

当時の記憶が曖昧
あいまい

である。 

そのほか、申立人の母は、申立期間直後である昭和 53 年３月分、昭和

53 年度及び 54 年度分のＡ市の国民年金保険料領収書を所持しているが、

申立期間の同領収書は所持しておらず、申立期間は国民年金保険料を納付

していなかったことがうかがえる。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 

 

 



山口厚生年金 事案 235 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和６年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 26 年７月から同年 11 月まで 

    Ａ株式会社（現在は、Ｂ株式会社。以下同じ。）にアルバイトとして勤

務していたが、昭和 26 年７月に同社発電所のボイラー係の担当を命じられ、

同年 11 月まで勤務した。 

    しかし、今回、厚生年金保険の記録を確認したところ申立期間の加入記

録が無かった。勤務していたのに申立期間について厚生年金保険へ未加入

とされていることに納得がいかないので、当該記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が、申立期間について、厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていた事実を確認できる給与明細書、源泉徴収票等の関連資料は無い。 

   また、申立人は、Ａ株式会社での勤務形態はアルバイトであり、正社員で

はなかったとしている上、同社は、人事記録等の関係資料は無く、申立人が

同社に勤務していたことが確認できないとしており、同僚も同社に臨時職員

がいたことは記憶しているが、申立人の名前は記憶していないとしているこ

とから、申立人が同社に勤務していたことが確認できない。 

   さらに、申立期間について、Ｂ株式会社が保管している「厚生年金保険被

保険者名簿」に申立人の記録は無い上、社会保険事務所が保管するＡ株式会

社の健康保険厚生年金保険被保険者名簿にも申立人の名前は無く、健康保険

の番号に欠番も無いことから、申立人の記録が欠落したとは考え難い。 

このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見当た

らない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



山口厚生年金 事案 236 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 28 年５月ごろから 30 年 10 月９日まで 

私は、昭和 28 年３月に高校を卒業し、同年５月ごろから 31 年１月まで

Ａ市にあったＢ株式会社に勤務していたが、入社時から 30 年 10 月９日ま

で期間の厚生年金保険の加入記録が無い。同社においては、焼酎工場及び

ビスケット製品製造工場に勤務しており、焼酎工場では交代制で 24 時間勤

務し、ビスケット製品製造工場では８時から 17 時まで勤務していた。当時

の同僚は、Ｃ氏やＤ氏などがおり、私の妻も同社に勤務していた。 

給与明細書等の厚生年金保険料が控除されていたことを確認できる資料

は無いが、申立期間について、Ａ株式会社の厚生年金保険の被保険者とし

て認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間について、申立人の上司及び同僚の証言から申立人がＡ株式会社

に勤務していたことは推認できるものの、申立人の厚生年金保険料が事業主

により給与から控除されていた事実を確認できる給与明細書、源泉徴収票等

の資料は無い。 

また、Ａ株式会社における当時の社会保険の事務担当者は、「Ａ株式会社

では、試用期間があり、試用期間中の従業員及び期間工の従業員は厚生年金

保険に加入させていなかった。」と証言している上、同僚は、「焼酎工場の

従業員は、ほとんどが期間工で、自分も期間工から本採用になったが、期間

工当時の厚生年金保険の加入記録は無い。」と証言している。このことから、

同社において、入社当初から厚生年金保険に加入させない取扱いがあったこ

と及び雇用形態によって厚生年金保険に加入させない取扱いがあったことが

うかがえる。 



さらに、申立人は、Ａ株式会社における具体的な雇用形態を記憶していな

い上、同社は昭和 36 年５月１日に厚生年金保険の適用事業所ではなくなって

おり、事業主及び当時の役員の所在も不明であることから、申立人の雇用形

態等に関する関連資料及び証言を得ることができなかった。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について事実

を確認できる関連資料、周辺事情は無い。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が、厚生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



山口厚生年金 事案 238 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 31 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 56 年４月１日から同年 10 月 31 日まで   

Ａ株式会社を退社後、大学に進学し、昭和 56 年３月に卒業後、Ｂ市内に

ある株式会社Ｃに入社し、図書や百科事典の販売に従事していた。同社の

営業所は他県にもあり、他の営業所と売り上げを競っていた。国民健康保

険に加入していた記憶も無い。給与明細書は、廃棄して無いが、厚生年金

保険料は多分控除されていたと思う。厚生年金保険に加入していなかった

とは考え難いので認めて欲しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、株式会社Ｃの勤務形態を詳細に述べており、その内容は同社に

おける厚生年金保険資格取得者の説明内容と一致しており、営業従事者とし

て勤務していたものと推認できるが、申立期間について、厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていた事実を確認できる給与明細書、源泉徴

収票等の関連資料は無い。 

また、株式会社Ｃにおける厚生年金保険資格取得者から、「営業従事者は、

本社の方針により、原則的に厚生年金保険の適用となっていなかった。」と

の証言が得られた上、同社における申立人の雇用保険の被保険者資格記録も

確認することができなかった。 

さらに、当該事業所の厚生年金保険被保険者原票により、申立期間におけ

るすべての被保険者を確認したが申立人の名前は無く、健康保険整理番号に

欠番がないことから申立人の記録が欠落したとは考え難い。 

加えて、株式会社Ｃは既に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっており、

同社の親会社である株式会社Ｄに確認したものの、申立てに係る事実を確認

できる証言及び関連資料は得られなかった。 



このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認

できる関連資料、周辺事情は無い。 

これらの申立内容及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が、厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



山口厚生年金 事案 239 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 41 年３月 14 日から同年９月 30 日まで 

社会保険事務所に厚生年金保険の加入期間について照会したところ、申

立期間について厚生年金保険に加入した事実は無い旨の回答をもらった。 

Ａ大学の人事記録の写しには、昭和 41 年３月 14 日技能補佐員に採用す

る旨の記載があるので、同年３月から同年９月までの間は厚生年金保険の

被保険者期間であったことを認めてもらいたい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、Ａ大学が保管する人事記録から申立期間について同大学に勤務

していたことは確認できるものの、厚生年金保険料が事業主により給与から

控除されていた事実を確認できる給与明細書、源泉徴収票等の関連資料は無

い。 

また、社会保険庁のオンライン記録によると、申立人が勤務していたＡ大

学は、昭和 41 年 10 月１日に厚生年金保険適用事業所となっており、申立期

間は厚生年金保険の適用事業所になる以前であり、技能補佐員であった申立

人及び同様の勤務形態であった同僚はすべて同日の資格取得になっており、

連絡先の把握できた同僚から、「私が厚生年金保険の被保険者となったのは

昭和 41 年 10 月 1 日が初めてであり、それまでは国民健康保険に加入してい

た。」との証言があった。 

さらに、雇用保険の資格取得日は昭和 41 年 10 月１日となっており、申立

期間については雇用保険の被保険者であったことを示す記録も確認すること

はできなかった。 

このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料、周辺事情は無い。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が、厚生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



山口厚生年金 事案 241 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 20 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和 37 年 10 月から 39 年３月ごろまで 

私は、Ａ電機で経理課長をしていた叔母の紹介により、家電販売業のＢ

商会に昭和 37 年６月に入社した。 

Ｂ商会の社長に勧められて軽四輪自動車の運転免許の取得や、昭和 38

年９月か同年 10 月には、Ｃ市にある技術サービスセンターで、１か月程

度のテレビやラジオ修理に関する研修も受けた。その研修があった翌年の

39 年３月ごろ、一身上の都合でＢ商会を退職した。ところが、社会保険

事務所の記録では、私が厚生年金保険の被保険者資格を喪失したのは 37

年９月となっている。 

私の記憶では、昭和 39 年３月ごろまでは勤務を続けていたはずである

ので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は事業主及び複数の同僚の証言から申立期間にＢ商会に勤務してい

たことは推認できるが、申立期間について厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていた事実を確認できる給与明細書、源泉徴収票等の関連資

料は無い。 

   また、申立人の申立期間の終期を特定できる人事記録等は無く、Ｂ商会は、

平成２年 11 月に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっており、申立人が同

商会に在籍していたと証言した複数の同僚全員が、申立人がいつごろ退職し

たかは覚えていないと回答しているなど、申立てに係る事実を確認する関連

資料を得ることができない。 

   さらに、Ｂ商会は個人事業として創業した昭和 35 年に労働保険に加入して

おり、従業員数が増加した 37 年６月には厚生年金保険の新規適用事業所とな



るなど、事業主の労働保険及び社会保険に対する認識は高く、適用事業所と

して資格取得届、喪失届及び算定基礎届が適切に行われていたことが、社会

保険事務所が保管する記録からうかがわれるが、健康保険厚生年金保険被保

険者原票に申立人の氏名が無く、健康保険番号に欠番も無いことから申立人

の記録が欠落したとは考え難い。 

   加えて、申立人は同僚のＤ氏と共に、軽四輪自動車の運転免許を昭和 38 年

７月ごろに取得したと主張しているが、申立人の取得日は同年７月 24 日、Ｄ

氏の取得日は、37 年７月 16 日と約１年相違しており申立人の記憶に曖昧
あいまい

な

点がみられる。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認

できる関連資料、周辺事情は無い。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



山口厚生年金 事案 242 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 17 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 59 年３月から平成６年１月まで 

② 平成 10 年１月から 12 年５月まで 

私は、申立期間①の期間は有限会社Ａ、申立期間②の期間はＢ株式会社

に、それぞれ勤務していた。 

しかし、平成 19 年８月に申立期間の厚生年金保険の加入記録を照会し

たところ、有限会社Ａで平成６年２月から同年６月までの４か月間の記録

があるだけであった。私自身は身体が弱く、健康保険証は必要であったし、

それぞれの会社に勤務していた当時、給与から社会保険料も引かれていた

と記憶している。当時の給与明細書や源泉徴収票は無いが、それぞれの会

社に勤務していたことは間違いないので、これらの申立期間を厚生年金保

険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間①について、有限会社Ａに勤務していたと主張してい

るが、同社の申立人に係る人事記録等や雇用保険の被保険者資格取得の記録

から申立人が昭和 59 年３月から勤務していたことは確認できず、申立期間

における厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情は

無い上、当該事業所が厚生年金保険の適用事業所となったのは 60 年２月か

らである。 

また、申立人は、同僚の名前を記憶していないことから、同事業所の勤務

状況等について確認することや勤務期間を特定することができない。 

   さらに、事業主は、「申立人とは、販売実績に応じて報酬を支払う歩合制

で業務を委託しており、申立人との雇用関係は無かった。」と述べており、

同事業所の健康保険厚生年金保険被保険者原票に申立人の氏名は無く、同原



票の整理番号に欠番も無いことから、申立人の記録が欠落したとは考え難い。 

このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は無い。 

申立期間②について、申立人がＢ株式会社に関係した販売業務に従事して

いたことは事業主の証言から推認できるが、申立期間について厚生年金保険

料を給与から控除されていた事実を確認できる給与明細書、源泉徴収票等の

関連資料は無い。 

また、申立人は、同僚の名前を記憶していないことから、申立人の同事業

所における勤務状況等について確認することができない。 

さらに、事業主は、「申立人とは、販売実績に応じて報酬を支払う完全歩

合制の業務委託の関係であり、申立人との雇用関係は無かった。」と述べて

おり、社会保険庁のオンライン記録に申立人の氏名は無く、同記録の整理番

号に欠番も無いことから、申立人の記録が欠落したとは考え難い。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認

できる関連資料及び周辺事情は無い。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



山口厚生年金 事案 246 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めること

はできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 17 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間  ： 昭和 37 年 10 月 19 日から 41 年４月 30 日まで 

私は、社会保険事務所に申立期間について脱退手当金の支給記録を照会

したところ、支給済みとの回答を受けた。 

Ａ株式会社を昭和 41 年４月 30 日に退職したが、脱退手当金の支払いを

受けた記憶は無く、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間と認めてほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   当時の事務処理においては、脱退手当金を支給した場合、脱退手当金の請

求書類として提出された厚生年金保険被保険者証に脱退手当金を支給した旨

の「脱」表示をすることとされており、申立人が所持している厚生年金保険

被保険者証には、「脱」表示が確認できる。 

   また、申立期間の脱退手当金は、支給額に計算上の誤りは無く、申立期間

に係る厚生年金保険資格喪失日から約５か月後の昭和 41 年９月 24 日に支給

決定されているなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

さらに、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手当

金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立

期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



山口厚生年金 事案 247 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めること

はできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 23 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間  ： 昭和 38 年５月 15 日から 45 年５月 19 日まで 

私は、社会保険事務所に申立期間について脱退手当金の支給記録を照会

したところ、支給済みとの回答を受けた。 

Ａ株式会社Ｂ工場を昭和 45 年５月 19 日に退職したが、脱退手当金の支

払いを受けた記憶は無く、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間と認め

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人のＡ株式会社における厚生年金保険の加入期間は、当時の脱退手当

金の支給要件である厚生年金保険被保険者期間を満たしており、社会保険事

務所の被保険者原票には脱退手当金の支給を意味する「脱」表示がされてい

る上、申立期間に係る脱退手当金の支給額の計算に誤りは無く、厚生年金保

険被保険者資格喪失日の４か月後に支給決定されているなど、一連の脱退手

当金の支給事務の処理に不自然さはうかがえない。 

また、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手当金

を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立

期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 


